
分　　類
産 業 廃 棄 物 以 外 の 廃 棄 物 （産業廃棄物として法に定められてい
ない物）

燃えがら（例） 現場内焼却灰など（ウェス，ダンボール等）

その他（例）
現場事務所，宿舎等の撤去に伴う各種廃材（寝具，浴
槽，畳，日用雑貨品，設計図面，雑誌等）

分　　類 産業廃棄物として法に定められている物

がれき類

工作物の除去に伴って生じたコンクリートの破片，その他
これに類する不要物
第２章  コンクリート破片
第３章  アスファルト・コンクリート破片
第４章  レンガ破片

廃プラスッチク類
廃発泡スチロール等梱包材，廃ビニール，合成ゴムくず，
廃タイヤ，廃シート類

ガラスくずおよび
陶磁器くず

ガラスくず，タイル衛生陶磁器くず，耐火レンガくず

金属くず 鉄骨鉄筋くず，金属加工くず，足場パイプや保安塀くず，廃缶類

ゴムくず 天然ゴムくず

汚　　泥

含水率が高く粒子の微細泥状の掘削物
掘削物を標準仕様ダンプトラックに山積みができず，ま
た，その上を人が歩けない状態（コーン指数が概ね２以
下または一軸圧縮強度が概ね 0.5kgf/cm 2 以下※）具
体的には，場所打杭工法・泥水シールド工法等で生ず
る廃泥水

建設木くず

工作物の新築，改築または除去に伴って生じたもの（具

体的には型枠，足場材等，内装・建具工事等の残材，
木造家屋解体材等）、 抜根・伐採材

紙  く ず
工作物の新築，改築または除去に伴って生じたもの
包装材，ダンボール，壁紙くず

繊維くず
工作物の新築，改築または除去に伴って生じたもの
廃ウェス，縄，ロープ類

廃　　油 防水アスファルト，アスファルト乳材等の廃棄物

分　　類
建設工事現場から排出される特別管理産業廃棄物の具
体的内容（例）

廃 石 綿 等 飛散性アスベスト廃棄物

廃　　油 揮発油類，灯油類，軽油類

                       *安定５品目：安定型産業廃棄物以外の廃棄物が混入し，または付着する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 おそれのないように必要な措置を講じた上で安定型処分場に持込が可能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 な品目

                       ※ＳＩ単位換算　１kgf/ｃｍ2＝ 9.8×10- 2Ｎ/ｍｍ2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設廃棄物処理指針（平成11 年 3 月 23 日）
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伐採木の処理と法的規制（札内川ダムで実施した伐採木処理の例） 

 

                     ハザマ土木事業総本部    ○正会員   藤田 司 

                      ハザマ 札幌支店        正会員   志賀正延 

 

1、 はじめに 

 山間林地におけるダム工事においては、必然的に立木の伐採を伴うこととなる。これらの伐採材は樹種、

幹の太さによっては用材などとして転用されるが、幹が細い場合や枝葉、根株などは現場内で焼却処分するか

埋設処分するのが一般的であった。 

しかし、平成４年 7 月施行の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の改正により、「野焼き」は生活環境

の保全上支障が生じないような軽微なものを除き全面的に禁止となり、その処理方法に大きな制約を受けるこ

ととなった。ここでは、伐採木の処分に関わる法的規制と札内川ダムの湛水池伐採で発生した伐採木処理の実

例について述べる。 

2、伐採木の法的規制 

 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃棄物処理法）は、廃棄物の排出を抑制し及び廃棄物の適正な分

別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、生活環境を清潔にすることにより生活環境の保全及び公衆

衛生の向上を図ることを目的として定められている。 

さて、伐採木類の法的位置の解釈は一部の

都道府県で伐採木を「一般廃棄物」として扱っ

てきた例があるようではあるが、抜根・伐採木

（流木を含む）は法第二条二項の木くず「建設

業に係るもの（工作物の新築、改築又は除去に

伴って生じたものに限る。）」に該当し法的に

「産業廃棄物」解釈される。ただし、産業廃棄

物となる要件に「工作物の新築、改築又は除去

に伴って生じたものに限る。」とあることから、

工作物の維持管理に伴って生じた伐採木、流木

等は一般廃棄物となると考えられる。 

 この様に、抜根・伐採木が産業廃棄物となる

か否かは、工作物の新築、改築を伴うかなどの

目的、伐採時期、伐採位置などを総合的に判断

して決定することが重要で、基本的には工事期

間中に発生し工事に起因して発生した伐採木、

流木は産業廃棄物となり、維持管理段階、治山

作業で発生した伐採木、流木は一般廃棄物と解

釈される。図-1に建設廃棄物の具体例を示す。 

3、札内川ダム建設工事における伐採木の処理 

ダム建設に伴って発生する伐採木の処理に

あたっては、伐採木が産業廃棄物であることか

ら、法第三条ならびに法第十条の事業者の責務

にしたがって処理しなければならない。         

  キーワード：伐採木、一般廃棄物、産業破棄物、破砕処理、タブグラインダー 
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図-1 建設廃棄物の具体例 
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 ところで、再利用、転用方法が難しい枝葉、根株などは、その減量化を目的に現場内で焼却処理（野焼き）

するのが 一般的であった。しかし、平成４年の法改正により「施行令」 第二章 第三条二号 イにおいて

一般廃棄物（産業廃棄物についても同条項適用、施行令第三章第六条二号イ）を焼却する場合には、焼却設備

を用いて焼却することが規定されたため野焼きが全面的に禁止された。ただし、平成４年の法改正では、設置

するにあたって許可が必要な施設は、１日の処理能力５ｔ以上の施設としており、また施行規則に定められて

いる施設の技術上の基準も１日の処理能力が５ｔ以上の施設にのみ適用されていた。このため野焼きは、１日

の処理量５ｔ未満の軽微な焼却としての法的解釈のもと平成

４年の法改正後も一部では続けられてきた。 

 ところが平成９年の改正においては、施行規則第一条の七に

おいて施設能力に関係なく焼却炉の構造が定められたほか、許

可が必要な施設能力も焼却炉については１時間当りの処理能

力が 200kg 以上、火格子面積が２平方メートル以上と引き下げ

られた。 

 このことから札内川ダム建設工事では、伐採木枝葉、根株の

焼却による処理を全面的に取りやめ、有効利用ならびに減量化

を目的として伐採木の破砕処理を実施した。現地に破砕機械

（タブグラインダー）を搬入し、チップ業者が引き取らない枝

葉、根株などを破砕した。発生した破砕チップは家畜の敷き藁

として地元酪農家に提供し有効利用を図った。 

 破砕機械の中間処理施設としての届出については、札内川ダ

ム建設工事の場合、監督官庁との協議の結果、伐採木を一般廃

棄物であると判断したため破砕機械（タブグラインダ）の設置

にあたっては、法第八条を適用して中間処理施設としての届出

を行った。しかし、通常は伐採木が産業廃棄物として取り扱わ

れるであろうから、中間処理施設としての木くず類の破砕処理

施設の届出は必要ないと思われる。この様に、現状では管轄の都道府県で若干の解釈の違いが見られることか

ら、今後も監督官庁との密接な協議が必要と考えられる。 

4、おわりに 

 建設リサイクル法は平成12 年5 月に制定された後、基本方針に係る部分は平成 12 年 11 月、解体工事業の登録に

係る部分は平成 13 年 5 月に段階的に施行されてきたが、分別解体等、再資源化等の義務付けなど、その他の部分を

含めて平成 14 年 5 月 30 日から全面的に施行される。 

この中で、「対象建設工事の受注者は、工事に伴って生じた特定建設資材廃棄物について、再資源化をしなけれ

ばならない。ただし、政令で指定した指定建設資材廃棄物については、再資源化をすると受注者に過大な負担がかか

る場合には焼却などにより縮減にとどめることができる。」とされている。この指定建設資材廃棄物には木材（伐採木を

含む）が指定されており、状況に応じて焼却などによる縮減ができることとなっている。 

しかし、受注者への過大な負担を軽減するために認められた焼却による縮減が、廃掃法の焼却施設の基準に合致

させる必要があるとすると負担の軽減とはなりづらく、今後この部分の解釈について研究する必要があろう。 
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